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アジアにおける女性の経済・政治活動への参加拡大と 

そのインパクト 

 

1．研究の目的 

ジェンダー平等（女性のエンパワメント）と経済発展とに強い正の関係があることが多くの研

究で明らかになっている（Pande and Ford 2011; Duflo 2012）。アジアでは過去半世紀に渡り、女性

に対する教育の普及や参政権の拡大において大きな改善・進歩がみられた。しかし、ビジネスや

政治の分野において、代表的な立場にある女性はいまだに少ない。そのため、日本を含む多くの

国が女性の登用・活躍推進に向けて、様々な施策を導入するか、導入に向けて検討を始めている。 
女性の登用・活躍推進に向けて、積極的にクオータ制を導入してきたのは欧州諸国である。会

社役員や議員などの女性の割合をあらかじめ一定数に定めることを通じて、女性の社会進出を

後押しするものである。ただし、欧州諸国のクオータ制に関する研究では、管理職としての経験

や適性を有する女性の蓄積が十分でない状況でクオータ制を導入すると、むしろ女性役員の存

在が企業の業績に負の影響を与えるという研究（Denzo and Ross 2011；Smith 2014）もあり、ク
オータ制のデザインやセレクションプロセスが重要であることが示唆されている。他方、政治分

野のクオータ制については、女性議員は社会サービスや福祉により多くの財源を割く傾向にあ

ることや、女性の政治家の方が男性よりも汚職が少ない傾向がある、といった正の影響を示して

いる研究も多い（Chen 2011; Brolloa and Troianob 2016）。 
このように、欧州諸国における女性登用・推進政策やその効果については研究が蓄積してきて

いるが、アジア諸国についての研究はいまだ乏しい。特にアジア諸国の人材不足は深刻化してい

るにも拘わらず、女性の活用が進んでいない。日本のように高齢化に向かっている国では、女性

の労働参加の拡大により労働力減少の影響を緩和することを通じて、インドのように男児選好

が強い国では、女性が社会で活躍することを通じて、経済成長ばかりか社会変革をももたらす可

能性がある。アジアの女性の登用・活躍を阻んでいる要因としては、家事・育児負担が良く指摘

されているが、フォーマルな制度（例えば、女性への相続不平等）や慣習の影響で、女性の行動

が制限されている場合もある。また、女性の能力に対する固定概念が女性のビジネスや政治への

参加拡大を妨げている可能性がある。 
他方、アジア諸国にもクオータ制をすでに導入している国々がある。例えば、韓国では、2004

年以降、国政・地方議会の議員候補者に占める女性割合を定めている。インドでも、上場企業の

取締役会に少なくとも一人の女性を登用すること（2013 年会社法）や地方議会の議席数の三分

の一を女性とすること（1993 年第 73 次憲法改正）を義務付けており、政策のデザインやその影

響について分析可能である。 
本研究の目的は、インドや日本、韓国などアジア諸国において、ビジネスや政治分野における

女性のエンパワメントが個人や社会にもたらす影響について、経済的側面と政治的側面から分

析を行うことである。経済的側面では、（1）上場企業の経営財務データを用いて、女性経営者・

管理職の存在が企業の業績に与える影響を明らかにする。また、（2）Global Entrepreneurship 
Monitor（GEM 調査）を用いて、女性を取り巻く環境（制度や規制、市場）が女性の起業活動や

経済に与える影響について国際比較を行う。さらに、（3）実際にインドの小規模企業経営者を対

象に、リスクや信頼、競争心といった各種選好の男女差に焦点をあてた経済実験を行う。そして、

それを質問票調査のデータと結合させることにより、女性起業家の増加や企業の成長を促す要

因を明らかにする。政治的側面として、（4）国政・地方議会議員がソーシャル・ネットワークな

どを通じて発信したメッセージのテキストマイニングや計量政治分析を通じて、政策的嗜好の

男女差やアファーマティブ・アクション導入の影響について明らかにしていく。こうした研究を

通じ、日本におけるアファーマティブ・アクションの在り方に一定の知見を得ることができると

ともに、アジアにおいて、今後の持続可能な開発の鍵となる女性の活用促進に向けて政策的イン

プリケーションを提示することができると思われる。  
 

2．研究の計画 

(1) 赤塚は、インドにおいて CSR活動に関する支出や女性取締役の登用を義務付けた「2013 
年会社法」について、その後の改正など制度的な枠組みを引き続き整理する。海老原と二階 
堂は、インドの上場企業のパフォーマンスに、女性の取締役登用義務付けがいかに影響を与 



えているかについて実証分析を行う。海老原は、日本の文脈でも実証分析を検討する。 

(2) 高橋は、日本を中心としたアジアにおいて、女性を取り巻く環境や女性の起業活動が経済 
に与える影響について論文をまとめる。 

(3) 田中・二階堂は、南インドのカルナータカ州・マイソールでの潜在的企業家や小規模企業 
家を対象に実施した経済実験とアンケート調査のデータを用いて論文を完成させる。また、 
当該地域でその後のフォローアップ調査も継続する。 

(4) 根元は、アジアにおける政治制度ならびに政治分野における女性の登用とその影響につ 
いて論文をまとめる。 

 

3．研究の成果 

具体的な研究成果は「5.研究発表」を参照のこと。研究計画に基づいて、内容を整理すると 
下記の通りである。 
(1) 赤塚は、コロナ渦で改正された会社法の概要を整理した。海老原と二階堂は Prowessデー 
タベースを用いて、差分の差分法（difference in differences）を用い、制度変化が企業パフォ 
ーマンスに与える影響を分析している。 

(2) 高橋は、近年の日本における創業支援策の概要について論文をまとめたほか、GEM 調査 
のデータやフィールド調査を通じ、日本とトルコにおける女性の起業活動における障害を 
分析した。特に、トルコの文脈では、社会資本（social capital）が女性の起業活動に重要であ 
ることがわかった。 

(3) 田中と二階堂は、南インド・カルナータカ州（マイソール）で潜在的企業を対象に実施し 
た、競争選好を測る経済実験と属性情報が含まれる質問票調査のデータを接合し、分析を行 
った。そして、その分析結果の一端を神戸大学経済経営研究所の兼松セミナーで発表した。 
特筆すべき分析結果として、南インドにおいて女性は競争的環境を避ける傾向にあること 
や、女性の属するカースト・カテゴリーによって競争選好に差があることがわかった。こう 
した結果は、女性だけの訓練やカースト・カテゴリー別の訓練の実施が有効である可能性を 
示唆している。また二階堂は、インドで女性の労働参加が低い要因について分析した先行研 
究や、女性の労働参加やエンパワメントを高めるために政府が実施している雇用・企業政策 
をまとめた。 

(4) 根元は、日本の議会・政党制度の変遷について論文にまとめた。 

 

4．研究の反省・考察 

(1) コロナウイルス感染拡大とロックダウンの影響をもっとも受けたのは女性といわれる。 

日本やインドでは、女性の家事負担が増加したほか、サービス業に従事する女性の失業など 

が報告されている。今回のような対外的ショックが起こった際の影響や対応も今後は研究 

に考慮していきたい。 

(2) コロナウイルス感染拡大とロックダウンの影響で、海外での調査や学会発表を延期せざ 

るを得なくなり、研究計画を予定通りに進めることができなかった。インド・デリーの共同 

研究者も州をまたいで調査地への移動が難しかったため、フォローアップ調査も実施でき 

なかった。学術研究振興資金の助成期間は終了したが、科学研究費補助金を利用し、経済が 

正常化したら調査を再開したい。 

(3) その一方で、Zoomなどのオンラインツールを活用して研究打ち合わせやセミナー・学会 

発表を行うことができた。今後も、海外渡航や共同研究者の日本招聘が難しい場合は、オン 
ラインを活用して、研究を進めていきたい。 
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